
【表紙】
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E02124)

有価証券報告書
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(2）提出会社の経営指標等

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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1997年10月

 
有明機械工場（現有明工場）操業開始

1997年12月 桜島工場閉鎖

1997年12月 南港ビル（大阪市住之江区）完成。同ビルを営業・設計・エンジニアリング・調達及び本社部

門の拠点とする。

1999年10月 E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船��1�
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書



EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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(2)





EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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E02124)



４【経営上の重要な契約等】

(1）技術受入契約

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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決算期　　　：３月31日

E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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第３【設備の状況】
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)



３【設備の新設、除却等の計画】

E02124)

有価証券報告書
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － －区分

内容

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書



（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
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④取締役の定数

当社の取締役は３名以上とする旨定款で定めている。

⑤責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結している。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額を限度

としている。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または当該監査役が責任の原因となった職

務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られる。

⑥役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に定める役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が

その職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのあ

る損害を当該保険により補填することとしている。ただし、法令違反であることを認識して行った行為に起因し

て生じた損害は補填されない等、一定の免責事由がある。なお、当該保険契約の被保険者は当社及び当社の海外

子会社の取締役及び監査役である。

⑦取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。

また、累積投票による取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨定款に定めている。

⑧自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等により自己の株式を取得

できる旨定款に定めている。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的とするものである。

⑨取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって同法第423条第１項に定める取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において

免除することができる旨定款に定めている。これは、職務の遂行にあたり期待される役割を十分発揮できること

を目的とするものである。

⑩中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議をもって中間配当を行うことができる旨定款

に定めている。これは、機動的な配当政策の遂行を可能とすることを目的とするものである。

⑪株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてい

る。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものである。
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EDINET提出書類



 

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書



執行役員　　　　中村　敏規

執行役員　　　　鎌屋　明

執行役員　　　　巻幡　俊文

執行役員　　　　宮崎　寛

E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】



EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類



当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書



【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

ア．連結子会社数　　　　　　　　　　　　　120社

連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載している。

当連結会計年度に株式を取得したSchmack Biogas Service GmbH（現社名：Hitachi Zosen Inova Schmack GmbH）

及びHitachi Zosen Inova Steinmüller GmbHとその子会社であるSteinmüller Babcock Montaz Sp.

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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４．会計方針に関する事項

ア．重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

……償却原価法（定額法）

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
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（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

E02124)

有価証券報告書
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（連結貸借対照表関係）

 

E02124)

有価証券報告書









（連結包括利益計算書関係）

 

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書





EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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（金融商品関係）

 

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画、研究開発計画及び事業運営における資金需要に応じて、必要な資金

（主に銀行借入や社債発行）を調達している。一時的な余剰は安全性の高い金融資産で運用し、運転資金

は主に金融機関より調達している。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投

機的な取引は行わない方針である。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。また、海外に事業を展開し

E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類



当連結会計年度（2022年３月31日）



当連結会計年度（2022年３月31日）

 
１年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金匀

 80/126





 82/126







４．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書



E02124)



EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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当連結会計年度（2022年３月31日）

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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（4）　退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

勤務費用 2,591百万円 2,809百万円

利息費用 240　〃 171　〃

期待運用収益 △191　〃 △139　〃

数理計算上の差異の費用処理額 746　〃 △233　〃

過去勤務費用の費用処理額 △22　〃 △13　〃

簡便法で計算した退職給付費用 221　〃 208　〃

その他 20　〃 32　〃

確定給付制度に係る退職給付費用 3,608百万円 2,835百万円

 

（5）　退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりである。

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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（税効果会計関係）

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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７　取得原価のうち、のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその種類別の内訳並びに全体及び種類別

の加重平均償却期間

種類 金額 償却期間

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書



(2)　地域別の内訳

（単位：百万円）
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E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類



EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

EDINET提出書類



 



②【損益計算書】

106/126





108/126



EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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（貸借対照表関係）

 

　※１　担保資産

　担保に供している資産は次のとおりである。

 
前事業年度

（2021年３月31日）

当事業年度

（2022年３月31日）

短期貸付金 1百万円 1百万円

投資有価証券 7　〃 7　〃

E02124)

有価証券報告書



EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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（税効果会計関係）

 

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）

EDINET提出書類

日立造船株式会社(E02124)

有価証券報告書
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

 

２【その他の参考情報】

E02124)

有価証券報告書
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はない。

 

EDINET提出書類



 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2022年６月23日

日 立 造 船 株 式 会 社   

 

 取 締 役 会　御 中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 �
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茨城工場の固定資産の減損損失計上額の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

日立造船株式会社の当連結会計年度の連結損益計算書に

おいて、減損損失3,692百万円が計上されている。注記事

項「（連結損益計算書関係）※３ 減損損失」に記載され

ているとおり、このうち、茨城工場を含む電力卸売事業

(以下「茨城工場」という。）に関する減損損失が1,600百

万円計上されている。

 

E02124)

有価証券報告書
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EDINET提出書類





 

EDINET提出書類



財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
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